
番　号 31

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

調 査 票

特殊法人名 中日本高速道路株式会社

HPアドレス http://www.c-nexco.co.jp

100%

組織形態 特殊会社

根拠法規
高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）
日本道路公団等民営化関係法施行法（平成１６年法律第１０２号）

なし

なし

国会の
関与

所管府省 国土交通省

資本金

事業目的
高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を効率的に行うこと等によ
り、道路交通の円滑化を図り、もって国民経済の健全な発展と国民生活の向
上に寄与することを目的とする。

６５０億円 政府出資比率

今後の組織改編予定 なし

会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役の選任
及び解任又は監査委員の選任及び解職の決議は、国土交通大臣の認可を
受けなければ、その効力を生じない。
（高速道路株式会社法第９条）

会社は、毎事業年度終了後三月以内に、国土交通省令で定める財務計算
に関する諸表を国土交通大臣に提出しなければならない。
（高速道路株式会社法第１４条第３項）

政府の
関与

http://www.c-nexco.co.jp/�




２ 職員数等

非常勤

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

同上

プロパー職員数

所管官庁からの出向者数

所管官庁以外の官庁からの出向者数

中日本高速道路株式会社 2,265人 13人

プロパー職員数 2,099人 0人

所管官庁からの出向者数 6人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 2人 0人

その他（他の特殊法人からの出向） 146人 0人

その他(民間からの出向等) 12人 13人

その他(自治体からの出向) 0人 0人

同上 2,343人 13人

プロパー職員数 2,092人 0人

所管官庁からの出向者数 6人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 3人 0人

その他（他の特殊法人からの出向） 134人 0人

その他(民間からの出向等) 108人 13人

その他(自治体からの出向) 0人 0人

同上 2,338人 11人

プロパー職員数 2,099人 0人

所管官庁からの出向者数 6人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 4人 0人

その他（他の特殊法人からの出向） 106人 0人

その他(民間からの出向等) 122人 11人

その他(自治体からの出向) 1人 0人

8,081人

8,810人

8,731人

8,548人

8,305人

その他（民間企業）

平成１７年４月１日現在

その他（民間企業）

その他（民間企業）

平成１５年４月１日現在

その他（民間企業）

平成１６年４月１日現在

平成１３年４月１日現在 日本道路公団

その他（地方公共団体）

平成１４年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１７年１０月１日現在

平成１９年４月１日現在

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

備考
　本項目中、平成１３年４月１日現在～平成１７年４月１日現在については、当省としてデータを保有していないため、法
人に対し協力を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。なお、平成１３年４月１日現在～平
成１７年４月１日現在（平成１７年４月１日現在は平成１７年９月３０日現在で記載）の職員数については、各年度末定員を
記載。



３ 役員数等

非常勤

9人 0人

9人 0人

9人 0人

9人 0人

9人 0人

6人 2人

6人 2人

7人 2人

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

役員数

常　勤

平成１７年１０月１日現在

平成１７年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

支　給　年　度

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（10月～３月）　

平成１８年度　

支　給　年　度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（１０月～３月）

平成１８年度

（注）　役員は、非常勤を含む

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

69,000千円

160,000千円

報　　酬　　総　　額

60,698千円

128,048千円

監査役　（非常勤）

代表取締役　会長

監査役　（非常勤）

18,297千円

3,600千円

代表取締役　会長　（９月）

11,359千円

1,800千円

代表取締役　社長 11,079千円

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人
に対し協力を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

代表取締役 会長CEO 11,957千円

専務取締役 9,029千円

監査役　（非常勤） 1,800千円

平成１９年度（４月～９月）
11,267千円代表取締役 社長COO

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１５年度については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協力
を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

報　　酬　　年　　額役　　　職　　　名

9,029千円

常務取締役 8,628千円

常務取締役 8,701千円

専務取締役

専務取締役 18,058千円

監査役　（常勤） 8,302千円

監査役　（非常勤） 1,800千円

代表取締役　会長　（３月） 4,511千円

代表取締役　社長 22,347千円

監査役　（常勤） 16,744千円

常務取締役 17,401千円

常務取締役 10,678千円

監査役　（常勤）　（9月） 12,812千円

1,800千円監査役　（非常勤）

監査役　（非常勤） 3,600千円

監査役　（常勤） 8,372千円

常務取締役 4,350千円

常務取締役　（3月） 4,074千円

常務取締役　（3月） 4,626千円

監査役　（常勤）　（3月） 4,452千円

監査役　（常勤）　（3月） 3,920千円



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人等
役員経験 就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

― ○ H18.6.27 65歳

非常勤 無給

非常勤 有給

非常勤 有給

非常勤 無給

― ― H17.10.1 57歳

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

― ― H17.10.1 61歳

― ―

― ― H19.6.26 60歳

― ―

○ ― H17.10.1 54歳

非常勤 有給

― ― H17.10.1 59歳

― ―

― ― H19.6.26 63歳

― ―

― ― H17.10.1 65歳

― ―

― ○ H17.10.1 70歳

― ―

日本道路公団　監事
平成17年9月退任

― ―

中部電力（株）　代表取締役会長（現職）

― ―

石塚博司 監査役（非常勤）

日本道路公団　参与
平成17年9月退任

（株）東海理化電機製作所　代表取締役専務取締役
平成18年6月退任

原田裕

中日本エクシス（株） 代表取締役社長

昭和48年大蔵省
理財局国有財産審理課長、造幣局総務部長、北海道財務局長
平成17年9月退任

髙橋達治

常務取締役

監査役（常勤）

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

―

日本道路公団　参与
平成17年9月退任

オリックス（株）　取締役
平成17年9月退任

（財）産業雇用安定センター

（社）日本道路協会

―

理事

（財）日本建設情報総合センター

専務取締役山本正明

矢野弘典

（社）日本経済団体連合会　専務理事
平成18年5月退任

高橋文雄

（財）高速道路調査会

明治学院大学

代表取締役会長

代表取締役社長

日本道路公団　中日本移行本部長
平成17年9月退任

（株）損害保険ジャパン 指名・報酬委員

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

備考
　個人情報保護の観点から氏名のわかる退職金、報酬金は非公表とした。

―

監査役（常勤）

―

西山巍

―

―

川口文夫 監査役（非常勤）

――

別府正之助

（社）日本経済団体連合会 評議員

客員教授

理事・会長

理事

評議員

常務取締役





６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 常　勤 常　勤

非常勤 非常勤

平成１４年度 常　勤 常　勤

非常勤 非常勤

平成１５年度 常　勤 常　勤

非常勤 非常勤

平成１６年度 常　勤 常　勤

（39,106千円） 非常勤 非常勤

平成１７年度 常　勤 常　勤

（４月～９月） （36,575千円） 非常勤 非常勤

平成１７年度 345,099千円 常　勤 常　勤 13.7年    

（１０月～３月） （0千円） 非常勤 非常勤 －

平成１８年度 822,882千円 常　勤 常　勤 23.6年    

(1,441千円) 非常勤 非常勤 －

役　　職　　名

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度 副総裁

監事

平成１７年度 総裁

（４月～９月） 理事

理事

理事

理事

監事

平成１７年度

（１０月～３月）

平成１８年度 代表取締役　会長

－ 0 －

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協力を要請し
たところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

1,441千円
1,992,833円×0.0816×8月+1,721,083円
×0.0816×1月

29,988千円

9,118千円

支給年度

退職年度

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）につ
いては、当省としてデータを保有していないため、法人に
対し協力を要請したところ、要請に基づく資料は保有して
おらず、回答できない。

役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

計　　算　　式

8,627千円

0千円

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省と
してデータを保有していないため、法人に対し協力を要請したところ、要
請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

16,428千円

0千円

左の平均勤続年数

退職金額

3,905千円

2,278千円

10,795千円

16,127千円

1,822千円

1,648千円



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

7人 7人 0人 0人 0人 0人 国 7人

16人 16人 0人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

27人 27人 0人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

9人 9人 0人 0人 0人 0人 民間等 3人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 認可法人 0人

28人 28人 0人 0人 0人 0人 公益法人 1人

7人 0人 7人 0人 0人 0人 国 7人

18人 3人 15人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

25人 8人 17人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

25人 10人 15人 0人 0人 0人 民間等 4人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 認可法人 0人

24人 6人 18人 0人 0人 0人 公益法人 1人

7人 2人 2人 3人 0人 0人 国 0人

21人 7人 7人 7人 0人 0人 独立行政法人 0人

12人 2人 2人 8人 0人 0人 特殊法人 0人

84人 68人 15人 1人 0人 0人 民間等 2人

2人 1人 0人 1人 0人 0人 認可法人 0人

23人 13人 6人 4人 0人 0人 公益法人 0人

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

備考
　本項目中、平成１３年度～平成１７年度（４月～９月）については、当省としてデータを保有していないため、法人に対し協
力を要請したところ、要請に基づく資料は保有しておらず、回答できない。

平成１７年度
（１０月～３月）

16,953,426円

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額
出向職員数

平成１３年度

平成１９年度
（４月～９月）

4,107,480円

平成１６年度

平成１７年度
（４月～９月）

平成１8年度 15,071,880円

平成１４年度

平成１５年度
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